
 資料４関連  

 

ポイント 

（中期目標期間（平成 25 年度～平成 29 年度）に係る業務の

実績に関する評価書） 

 

 

１．全体の評定  

項目別評定については、７１項目のうち、Ａが４項目、

Ｂが５９項目、Ｃが４項目、評価の対象外が４項目となっ

ており、全体として中期目標における所期の目標を達成し

ている。 

また、全体の評定を引き下げる事象もなかったため、Ｂ

とした。 

 

２．法人全体に対する評価  

農業信用保険業務、林業信用保証業務、漁業信用保険業

務、農業災害補償関係業務、漁業災害補償関係業務の実施

に当たり、理事長のリーダーシップの下、業務の進捗や予

算執行の把握に努め、業務運営の効率化を図りつつ的確に

業務運営が遂行されており、特に重大な業務運営上の課題

は検出されておらず、計画どおり順調に業務が実施されて

いると評価する。 

特に全体の評価に影響を与える事象はなかった。 

 

３．項目別評価の概要（基金全体及び農業信用保険業務に関

するもの） 

 

（１）Ａとした項目 

○ 信用リスクに応じた保証・保険料率の導入（農業信用

保険業務）・・・資料４の１５ページ 
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○ 一般管理費の１５％以上の削減（基金全体） 

・・・資料４の２０ページ 

○ 業務処理の方法の見直し（基金全体） 

・・・資料４の６６ページ 

○ 保険料率算定委員会における保険料率水準の点検及

び必要に応じた見直し（農業信用保険業務）  

・・・資料４の７８ページ 

 

（２）Ｃとした項目 

○ 回収金の実績及び回収実績向上のための取組（農業信

用保険業務）・・・資料４の１１０ページ 

回収金収入が所期の目標を下回っており、回収実績向

上のための取組を着実に実施する必要がある。 

 

○ 保険料・保証料、貸付金利息の確実な徴収（基金全体） 

  ・・・資料４の１１９ページ 

農業信用保険業務、林業信用保証業務及び漁業信用保

険業務において、保険料計算システムの不具合や検証体

制の不備等があったことにより保険料等の適正な徴収

がなされなかった事案が発生したことから、講じた再発

防止策を徹底し、保険料等の確実な徴収に努める必要が

ある。 
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中
期

目
標

期
間

評
価

　
項

目
別

評
定

総
括

表

2
5
年
度

2
6
年
度

2
7
年
度

2
8
年
度

2
9
年
度

見
込

評
価

期
間
実

績
評
価

2
5
年
度

2
6
年
度

2
7
年
度

2
8
年
度

2
9
年
度

見
込

評
価

期
間
実

績
評
価

(
1
)
 
事
業
費
の
削
減
度
合
（
平
成
2
4
年
度
対
比
５
％
以
上
）

Ａ
Ａ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
(
5
)
 
リ
ス
ク
管
理
委
員
会
に
よ
る
統
合
的
な
リ
ス
ク
管
理
の

　
　
的
確
な
実
施

－
－

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
2
)
 
事
業
費
の
削
減
に
向
け
て
の
取
組

　
　
（
農
業
信
用
保
険
業
務
）

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
(
6
)
 
事
務
リ
ス
ク
自
主
点
検
等
を
実
施
し
業
務
改
善
へ
反
映

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
3
)
 
事
業
費
の
削
減
に
向
け
て
の
取
組

　
　
（
林
業
信
用
保
証
業
務
）

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
(
7
)
 
目
標
管
理
の
導
入
に
よ
る
適
切
な
人
事
評
価
、
業
績
及

　
　
び
勤
務
成
績
等
の
給
与
・
退
職
金
等
へ
の
一
層
の
反
映

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
4
)
 
事
業
費
の
削
減
に
向
け
て
の
取
組

　
　
（
漁
業
信
用
保
険
業
務
）

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
(
8
)
 
評
価
・
分
析
の
実
施
、
そ
の
結
果
の
業
務
運
営
へ
の
着

　
　
実
な
反
映

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
5
)
 
共
済
団
体
等
に
対
し
、
民
間
金
融
機
関
か
ら
融
資
を
受

　
　
け
る
よ
う
促
す
た
め
の
取
組

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
(
9
)
 
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
配
慮
し
た
業
務
運
営
の
情
報
化

 
 
 
 
・
電
子
化
の
取
組

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
6
)
 
林
業
寄
託
業
務
の
見
直
し
の
着
実
な
実
施

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ａ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

(
7
)
 
「
民
で
で
き
る
こ
と
は
民
で
」
の
検
討

　
　
（
農
業
・
漁
業
信
用
保
険
業
務
）

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
1
)
 
調
達
等
合
理
化
計
画
に
基
づ
く
一
般
競
争
入
札
等
の
着

　
　
実
な
実
施

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
2
)
 
契
約
監
視
委
員
会
に
お
い
て
事
後
点
検
及
び
契
約
審
査

　
　
委
員
会
の
活
用
等
に
よ
る
適
正
な
契
約
の
実
施

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
3
)
 
取
組
状
況
の
公
表

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
1
)
 
組
織
体
制
・
人
員
配
置
の
見
直
し

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
(
4
)
 
監
事
及
び
会
計
監
査
人
に
よ
る
監
査
の
実
施

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
2
)
 
効
果
的
な
研
修
の
実
施

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
1
)
 
支
出
の
要
否
を
検
討
し
、
一
般
管
理
費
を
2
4
年
度
比
で

　
　
1
5
％
以
上
の
削
減

Ａ
Ａ

Ｂ
Ｂ

Ａ
Ｂ

Ａ
(
1
)
 
保
険
引
受
審
査
等
業
務
に
応
じ
た
標
準
処
理
期
間
の
達

　
　
成
（
案
件
の
8
5
%
以
上
の
処
理
）

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
2
)
 
業
務
の
見
直
し
及
び
効
率
化

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
(
2
)
 
保
険
引
受
や
支
払
審
査
等
に
つ
い
て
、
関
係
機
関
と
の

　
　
情
報
共
有
・
意
見
交
換

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
3
)
 
政
府
の
総
人
件
費
削
減
の
取
組
を
踏
ま
え
た
適
切
な
対

　
　
応

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
(
3
)
 
業
務
処
理
の
方
法
の
見
直
し

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ａ

Ｂ
Ａ

Ａ

(
4
)
 
ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数
を
中
期
目
標
期
間
中
は
1
0
0
を
上

　
　
回
ら
な
い
水
準
と
す
る

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

　
(
1
)
 
情
報
開
示
の
充
実
を
促
進

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
1
)
 
内
部
監
査
の
適
切
な
実
施
と
改
善
状
況
の
フ
ォ
ロ
ー
ア

　
　
ッ
プ
の
実
施

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
(
2
)
 
業
務
内
容
等
に
応
じ
た
セ
グ
メ
ン
ト
情
報
の
開
示
を
徹

　
　
底

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
2
)
 
役
員
会
に
よ
る
理
事
長
の
意
思
決
定
の
補
佐

－
－

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
(
3
)
 
利
用
者
意
見
の
業
務
運
営
へ
の
適
切
な
反
映
、
苦
情
へ

　
　
の
適
切
な
対
応

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
3
)
 
内
部
統
制
委
員
会
に
よ
る
適
切
な
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実

　
　
施

－
－

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
(
4
)
 
職
員
の
勤
務
条
件
の
公
表

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

中
期

目
標

期
間

実
績

中
期

目
標

期
間

実
績

 
第

１
　

業
務

運
営

の
効

率
化

に
関

す
る

目
標

を
達

成
す

る
た

め
と

る
べ

き
措

置
(
4
)
 
外
部
有
識
者
の
専
門
的
知
見
を
活
用
し
た
コ
ン
プ
ラ
イ

　
　
ア
ン
ス
の
推
進
に
向
け
た
取
組
並
び
に
取
組
状
況
の
チ

　
　
ェ
ッ
ク
及
び
フ
ォ
ロ
ー

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

評
　
　
　
価
　
　
　
項
　
　
　
目

評
価
年
度

評
　
　
　
価
　
　
　
項
　
　
　
目

評
価
年
度

Ｂ
１
　
事
業
の
効
率
化

６
　
業
務
運
営
の
効
率
化
等
を
踏
ま
え
た
情
報
シ
ス
テ
ム
の

　
　
整
備

７
　
調
達
方
式
の
適
正
化

２
　
信
用
リ
ス
ク
に
応
じ
た
保
証
・
保
険
料
率
の
導
入

　
　
（
農
業
信
用
保
険
業
務
）

Ａ
Ａ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ａ

Ａ

３
　
業
務
運
営
体
制
の
効
率
化

 
第

２
　

国
民

に
対

し
て

提
供

す
る

サ
ー

ビ
ス

そ
の

他
の

業
務

の
質

の
向

上
に

関
す

る
目

標
を

達
成

す
る

た
め

に
と

る
べ

き
措

置

４
　
経
費
支
出
の
抑
制

１
　
事
務
処
理
の
迅
速
化

２
　
情
報
の
提
供
・
開
示

５
　
業
務
実
施
体
制
の
強
化
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2
5
年
度

2
6
年
度

2
7
年
度

2
8
年
度

2
9
年
度

見
込

評
価

期
間
実

績
評
価

2
5
年
度

2
6
年
度

2
7
年
度

2
8
年
度

2
9
年
度

見
込

評
価

期
間
実

績
評
価

(
5
)
 
保
険
料
・
保
証
料
、
貸
付
金
利
息
の
確
実
な
徴
収

Ａ
Ｃ

Ｃ
Ｃ

Ｂ
Ｃ

Ｃ

(
1
)
 
保
険
料
率
算
定
委
員
会
に
お
け
る
保
険
料
率
水
準
の
点

　
　
検
及
び
必
要
に
応
じ
た
見
直
し

（
農

業
信

用
保

険
業

務
）

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ａ

Ｂ
Ａ

Ａ
(
1
)
 
事
故
率
の
低
減
（
農
業
信
用
保
険
業
務
）

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
2
)
 
保
証
料
率
算
定
委
員
会
に
お
け
る
保
証
料
率
水
準
の
点

　
　
検
及
び
必
要
に
応
じ
た
見
直
し

（
林

業
信

用
保

証
業

務
）

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
(
2
)
 
代
位
弁
済
率
の
低
減
（
林
業
信
用
保
証
業
務
）

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
3
)
 
保
険
料
率
算
定
委
員
会
に
お
け
る
保
険
料
率
水
準
の
点

　
　
検
及
び
必
要
に
応
じ
た
見
直
し

（
漁

業
信

用
保

険
業

務
）

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
(
3
)
 
事
故
率
の
低
減
（
漁
業
信
用
保
険
業
務
）

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
4
)
 
業
務
収
支
の
黒
字
化
に
向
け
た
保
証
料
収
入
の
増
（
平

　
　
成
2
4
年
度
対
比
1
.
6
％
増
）
等

（
林

業
信

用
保

証
業

務
）

Ａ
Ｃ

Ｃ
Ｃ

Ｃ
Ｃ

Ｃ
Ａ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

(
5
)
 
適
切
な
貸
付
金
利
の
設
定
（
農
業
・
漁
業
信
用
保
険
業

　
　
務
）

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ａ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

(
6
)
 
適
切
な
貸
付
金
利
の
設
定
（
農
業
・
漁
業
災
害
補
償
関

　
　
係
業
務
）

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
－

－
－

－
－

－
－

Ａ
－

Ｂ
－

－
Ｂ

Ｂ

(
1
)
 
基
金
協
会
と
の
事
前
協
議
の
実
施
及
び
事
前
協
議
対
象

　
　
の
拡
大
へ
の
取
組
 
(
農
業
信
用
保
険
業
務
)

Ａ
Ａ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ａ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

(
2
)
 
基
金
協
会
と
の
事
前
協
議
の
実
施
及
び
事
前
協
議
対
象

　
　
の
拡
大
へ
の
取
組
 
(
漁
業
信
用
保
険
業
務
)

Ａ
Ａ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ａ

－
Ｂ

－
－

Ｂ
Ｂ

(
3
)
 
保
証
審
査
や
求
償
権
管
理
回
収
に
係
る
研
修
会
の
開
催

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ａ

－
－

－
－

Ｂ
Ｂ

(
4
)
 
信
用
基
金
の
相
談
機
能
の
強
化

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
－

－
－

－
－

－
－

(
5
)
 
審
査
の
厳
格
化
、
債
務
保
証
先
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

　
　
（
林
業
信
用
保
証
業
務
）

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ａ

－
－

－
－

－
－

(
1
)
 
モ
ラ
ル
ハ
ザ
ー
ド
防
止
対
策
の
導
入
効
果
の
検
証
及
び

　
　
部
分
保
証
等
の
拡
充
の
検
討
（
農
業
信
用
保
険
業
務
）

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
－

－
－

－
－

－
－

(
2
)
 
モ
ラ
ル
ハ
ザ
ー
ド
防
止
対
策
の
導
入
効
果
の
検
証
及
び

　
　
部
分
保
証
等
の
拡
充
の
検
討
（
漁
業
信
用
保
険
業
務
）

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
3
)
 
部
分
保
証
の
拡
充
な
ど
の
収
支
均
衡
に
向
け
た
取
組

　
　
（
林
業
信
用
保
証
業
務
）

Ａ
Ａ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
(
1
)
 
人
員
に
係
る
指
標

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
2
)
 
人
材
の
確
保

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
1
)
 
回
収
金
の
実
績
及
び
回
収
実
績
向
上
の
た
め
の
取
組

　
　
（
農
業
信
用
保
険
業
務
）

Ａ
Ｃ

Ｃ
Ｃ

Ｃ
Ｃ

Ｃ
(
3
)
 
人
材
の
養
成

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

(
2
)
 
回
収
金
の
実
績
及
び
回
収
実
績
向
上
の
た
め
の
取
組

　
　
（
林
業
信
用
保
証
業
務
）

Ａ
Ｃ

Ｃ
Ｃ

Ｃ
Ｃ

Ｃ
Ａ

－
－

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

(
3
)
 
回
収
金
の
実
績
及
び
回
収
実
績
向
上
の
た
め
の
取
組

　
　
（
漁
業
信
用
保
険
業
務
）

Ａ
Ａ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
注
：
平
成
2
5
年
度
に
お
い
て
は
Ａ
が
、
平
成
2
6
年
度
以
降
及
び
見
込
評
価
に
お
い
て
は
Ｂ
が
標
準
で
あ
る
。

（
余
白
）

（
余
白
）

中
期

目
標

期
間

実
績

中
期

目
標

期
間

実
績

８
　
農
業
融
資
資
金
業
務
に
係
る
国
庫
納
付

評
　
　
　
価
　
　
　
項
　
　
　
目

評
価
年
度

評
　
　
　
価
　
　
　
項
　
　
　
目

評
価
年
度

 
第

３
　

財
務

内
容

の
改

善
に

関
す

る
事

項

　
１
　
適
切
な
保
険
料
率
・
保
証
料
率
・
貸
付
金
利
の
設
定

５
　
代
位
弁
済
率
・
事
故
率
の
低
減

６
　
基
金
協
会
及
び
共
済
団
体
等
に
対
す
る
貸
付
金
の
適
正
な

　
　
審
査
及
び
回
収

７
　
宿
舎
の
廃
止
に
関
す
る
計
画

４
　
求
償
権
の
管
理
・
回
収
の
強
化
等

２
　
引
受
審
査
の
厳
格
化
等

 
第

４
　

そ
の

他
の

業
務

運
営

に
関

す
る

重
要

事
項

（
長

期
借

入
　

　
　

 
金

の
条

件
）

 
第

５
　

予
算

（
人

件
費

の
見

積
り

を
含

む
。

）
、

収
支

計
画

及
　

　
　

 
び

資
金

計
画

 
第

６
　

短
期

借
入

金
の

限
度

額

 
第

７
　

不
要

財
産

又
は

不
要

財
産

と
な

る
こ

と
が

見
込

ま
れ

る
 
　

　
　

財
産

の
処

分
に

関
す

る
計

画

 
第

８
　

重
要

な
財

産
の

譲
渡

等
に

関
す

る
計

画

 
第

９
　

剰
余

金
の

使
途

３
　
モ
ラ
ル
ハ
ザ
ー
ド
対
策

 
第

1
0
　

そ
の

他
主

務
省

令
で

定
め

る
業

務
運

営
に

関
す

る
事

項

１
　
施
設
及
び
設
備
に
関
す
る
計
画

２
　
人
員
に
関
す
る
指
標

３
　
積
立
金
の
処
分
に
関
す
る
事
項

(
4
)
 
サ
ー
ビ
サ
ー
等
の
活
用
に
よ
る
回
収
策
に
つ
い
て
費
用

　
　
対
効
果
の
検
証
及
び
回
収
委
託
基
準
の
明
確
化
等

　
　
（
林
業
信
用
保
証
業
務
）

Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

-4-




